
3

　　知立市：4.92

3

‰
　　安城市：3.9

2

0‰　　　　高浜市：

生

4.30‰

活保護第２係

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,233,294 1,134,012 1,023,529 1,343,921 合計 1,023,529,022 円
扶助費 1,023,529,022 円

財
　
源

特定財源 948,059 867,872 755,976 1,028,260

一般財源 285,235 266,140 267,553 315,661

職員人件費　② 51,580 51,412 43,516 43,654

総事業費（①＋②） 1,284,874 1,185,424 1,067,045 1,387,575

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0 生活保護費国庫負担金
生活保護費県負担金

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３１

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

年

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

度

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

（

計画
分野 福祉安全

基本

平

施策 社会保障
施策体系

成

施策の内容 低所得者の

３

自立支援

目
　
　
　
的

　

０

国が定める最低限度の

年

生活を営むことがで

主

度

た
る
内
容

　生活扶助費

評

、教育扶助費、住宅扶

価

助費、医
きない困窮者

）

に、その困窮の程度に

刈

応じ必要 療扶助費、出

谷

産扶助費、生業扶助費

市

、葬祭扶
な保護を行い

事

、健康で文化的な生活

務

を保障す 助費、保護施

事

設事務費及び介護扶助

業

費を支給
るとともに、

評

その自立を助長する。

価

する。

位
置
づ
け

関連計

シ

画  

根拠法令 生活保護

ー

法

対象者 生活保護受給

ト

者 事業期間 ～

実施方法

（

■直営　□委託　□指

様

定管理　□補助・助成

式

　□その他

１）

会計名 担当部

Ｂ
　
事

福

　
業
　
実
　
績

２８年度

祉

実績 ２９年度実績 ３０

健

年度実績 ３１年度計画

康

・保護世帯数　538

部

世帯 ・保護世帯数　5

一

04世帯 ・保護世帯数

般

　492世帯 生活保護

会

費を適正に支給し、
・

計

保護人員　　　682

生

人 ・保護人員　　　6

活

29人 ・保護人員　　

保

　613人 生活保護世

護

帯への自立助長を
支援

措

する。

　生活保護受給

置

者に対し、窓口相談や

事

家庭訪問等を行って世

業

帯の状況を把握し、適

担

正に各種扶助費を支給

当

した。

成果

　生活保護

課

受給世帯うち、高齢者

生

世帯（６５歳以上のみ

活

の世帯）が５割を超え

福

ており、今後も受給者

祉

の高齢化が予想され

る

課

ことから、より一層高

款

齢者に関する制度の把

項

握に努め、年金等の関

目

係制度の活用を図って

担

いく必要がある。
課題

当

指標名称（単位）
実績

係

値 目標値

２８年度 ２９

生

年度 ３０年度 ３１年度

活

３年度

指標

指標
　平成

保

31年3月末保護率（

護

単位‰は千分率）
他市

第

との 　　刈谷市：4.

１

07‰
比較検証 　　碧

係

南市：4.39‰　　



3 2 生活

Ｃ
 
　
Ｈ
 

保

　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　

護

∧
　
評
　
価
　
∨

第２係

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の

平

理由

　生活保護制度は

成

国からの法定受託事務

３

であり、かつ、生
・法

１

的業務
高い

活困窮者に

年

対して、最低限度の生

度

活を保障するとともに

（

、
必要性 ・市民ニーズ

平

、社会需要 その自立を

成

助長することを目的と

３

した制度であるため、

０

必
・市民生活上必要で

年

ある　など 要性の高い

度

事業である。

　生活保

評

護制度の運営は、国か

価

ら示される通知等に基

）

づい
・コストの節減、

刈

費用対効果
高い

て実施

谷

されるものであり、適

市

正に行なうための執行

事

体制等
効率性 ・執行体

務

制の効率性 を整えてい

事

るため、効率性が高い

業

。
・手段の最適性　な

評

ど

　生活保護制度は国

価

からの法定受託事務で

シ

あり、かつ、生
・市が

ー

主体となって実施する

ト

高い
活困窮者に対する

（

最後のセーフティネッ

様

トであるため、市
妥当

式

性 　べき事業であるか

２

が主体となって実施す

）

ることは妥当性が高い

会

。
・総合計画との整合

計

性　など

　生活困窮者

名

の生活安定を図り、就

担

労等の自立支援を行っ

当

施策への ・施策への貢

部

献度
高い

ていることか

福

ら、施策への貢献度が

祉

高い。
・目標達成度

貢

健

献度 ・市民サービスへ

康

の効果　など

今後の方

部

向性 □拡充　□現状維

一

持　■改善・効率化　

般

□縮小　□終期設定　

会

□休止・廃止

　平成3

計

0年度の法改正により

生

、「早期」、「予防」

活

の視点に立った自立支

保

援の強化と生活保護制

護

度の適正化が求めら
れ

措

ている。特に、貧困の

置

連鎖を断ち切り生活保

事

護世帯の子どもの自立

業

を助長するための大学

担

進学支援等の施策、保

当

護
廃止後も本人が安定

課

した生活が送れるよう

生

生活困窮者自立支援制

活

度との連携した就労支

福

援等の施策によりさら

祉

なる自
立支援を行う。

課

　制度の適正化では、

款

法改正により後発医薬

項

品の原則化等による医

目

療扶助費の適正化や資

担

力のある場合の返還金

当

につ
いて債権管理が強

係

化されたことにより、

生

今後適正な制度の執行

活

を行ってく必要がある

保

。また、令和3年1月

護

から施行が
予定されて

第

いる健康管理支援事業

１

など今後具体化される

係

制度内容について国の

3

動向に注視していく。



1

市　　･･･ 例年実施なし（27年度は「平和記念式典（戦後70年）」を実施

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 634 655 650 675 合計 650,421 円
需用費 44,701 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 役務費 51,300 円
委託料 525,420 円

一般財源 634 655 650 675 使用料及び賃借料 29,000 円

職員人件費　② 1,719 1,784 1,697 1,548

総事業費（①＋②） 2,353 2,439 2,347 2,223

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

１

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

年

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

度

合計画
分野 福祉安全

基

（

本施策 地域福祉
施策体

平

系
施策の内容 地域福祉

成

活動の推進

目
　
　
　
的

３

　戦没者追悼式を開催

０

し、戦没者に対する追

年

主
た
る
内
容

　毎年1回

度

、戦没者遺族を招いて

評

、戦没者追悼
悼及び恒

価

久平和の確立を図る。

）

式を開催し、千余柱の

刈

戦没者に追悼の意を表

谷

すとともに、恒久平和

市

を祈念する。

位
置
づ
け

事

関連計画  

根拠法令  

務

対象者 戦没者遺族 事業

事

期間 ～

実施方法 ■直営

業

　□委託　□指定管理

評

　□補助・助成　□そ

価

の他

シート （様式１）

Ｂ
　
事
　
業
　

会

実
　
績

２８年度実績 ２

計

９年度実績 ３０年度実

名

績 ３１年度計画

・戦没

担

者追悼式 ・戦没者追悼

当

式 ・戦没者追悼式 ・戦

部

没者追悼式
　10/2

福

5開催（産振センター

祉

）　10/24開催（

健

産振センター）　10

康

/16開催（産振セン

部

ター）　10/8開催

一

予定
　・参列者数　1

般

66人 　・参列者数　

会

152人 　・参列者数

計

　145人 　　　　　

戦

（産振センター）
　・

没

遺族会員　563人 　

者

・遺族会員　540人

追

　・遺族会員　513

悼

人 　・参列者数　14

式

5人
　・遺族会員　5

事

13人

　追悼式の実施

業

により、戦没者に対す

担

る追悼及び恒久平和を

当

祈念することができた

課

。

成果

　遺族会員数の

生

減少は避けられないた

活

め、追悼式の継続開催

福

に向け遺族連合会等関

祉

係者と相談しながら今

課

後の開催時期や

方法を

款

検討していく必要があ

項

る。
課題

指標名称（単

目

位）
実績値 目標値

２８

担

年度 ２９年度 ３０年度

当

３１年度 ３年度

活動 追

係

悼式遺族参列者数（人

生

） 166 152 145

活

145 145
指標

 
指

支

標
　西尾市、高浜市･

援

･･「戦没者追悼式」

係

他市との   知立市、

3

碧南市･･･「平和祈

1

念式」
比較検証 　安城



保

要がある。

課題

指標名

護

称（単位）
実績値 目標

第

値

２８年度 ２９年度 ３

１

０年度 ３１年度 ３年度

係

 
指標

 
指標

　本事業

3

は、特定中国残留邦人

1

等及びその配偶者が対

1

象であり、国で定めら

生

れた基準により均一的

活

に事業が
他市との 実施

保

されることから、他市

護

と水準比較を行うべき

第

項目もないため、他市

２

との比較検証は行って

係

いない。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 3,936 4,120 4,345 12,573 合計 4,345,222 円
報償費 140,400 円

財
　
源

特定財源 3,066 3,092 3,337 10,753 旅費 3,400 円
扶助費 4,201,422 円

一般財源 870 1,028 1,008 1,820

職員人件費　② 938 853 926 929

総事業費（①＋②） 4,874 4,973 5,271 13,502

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0 生活保護費等負担金
中国残留邦人等地域生活支援

２年度以降の事業費見込 0 事業費等補助金
支援・相談員業務委託金

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３１

Ｐ
　
　
Ｌ

年

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

度

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

（

概
　
要

総合計画
分野 福

平

祉安全

基本施策 社会保

成

障
施策体系

施策の内容

３

低所得者の自立支援

目

０

　
　
　
的

　中国残留邦

年

人等の置かれている特

度

別な事情

主
た
る
内
容

　

評

生活支援給付、住宅支

価

援給付、医療支援給
に

）

鑑み、特定中国残留邦

刈

人等及びその配偶者 付

谷

、介護支援給付、その

市

他支援給付等を支給
が

事

、日本で社会生活を円

務

滑に営むことができ す

事

る。また、日本語教室

業

等への参加のための
る

評

よう生活を保障する。

価

交通費を支給する。
　

シ

※根拠法令
　中国残留

ー

邦人等の円滑な帰国の

ト

促進並びに
永住帰国し

（

た中国残留邦人等及び

様

特定配偶者
の自立の支

式

援に関する法律

位
置
づ

１

け

関連計画  

根拠法令

）

主たる内容欄※参照

対

会

象者 中国残留邦人等 事

計

業期間 平成２０年度 ～

名

実施方法 ■直営　□委

担

託　□指定管理　□補

当

助・助成　□その他

部 福祉健康部

一般会

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

計

２８年度実績 ２９年度

中

実績 ３０年度実績 ３１

国

年度計画

・支援対象　

残

2世帯　4人 ・支援対

留

象　2世帯　4人 ・支

邦

援対象　2世帯　4人

人

支援給付費を適正に支

等

給し、
・生活支援給付

支

参加回数 ・生活支援給

援

付参加回数 ・生活支援

給

給付参加回数 中国残留

付

邦人等が社会生活を
　

事

　　　　　　　　　　

業

476回　　　　　　

担

　　　　　416回　

当

　　　　　　　　　　

課

526回円滑に営むこ

生

とができるよう
支援す

活

る。

　支援相談員と協

福

力して、定期的な家庭

祉

訪問や必要に応じた相

課

談を行い、支援対象世

款

帯の現状を把握し、生

項

活、住宅、医

成果
療な

目

どに係る各種の支援給

担

付を行った。

　支援対

当

象者の高齢化が進んで

係

おり、今後医療や介護

生

について対応できるよ

活

う支援を行っていく必



1

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

１

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

年

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

度

合計画
分野 福祉安全

基

（

本施策 社会保障
施策体

平

系
施策の内容 低所得者

成

の自立支援

目
　
　
　
的

３

災害により被害を受け

０

た市民を援護し、その

年

主
た
る
内
容

災害により

度

被害を受けた市民へ災

評

害援護資金
生活の立て

価

直しに資する。 を貸付

）

し、被災者援護をおこ

刈

なう。

位
置
づ
け

関連計

谷

画  

根拠法令 災害弔慰

市

金の支給等に関する法

事

律、刈谷市災害弔慰金

務

の支給等に関する条例

事

対象者 市民 事業期間 ～

業

実施方法 ■直営　□委

評

託　□指定管理　□補

価

助・助成　□その他

シート （様式１）

会

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

計

２８年度実績 ２９年度

名

実績 ３０年度実績 ３１

担

年度計画

貸付金 　 　 　

当

　2,500,000

部

円 　 　 　
　 　 　
　 　 　

福

　　　―――――――

祉

　　　―――――――

健

　　　―――――――

康

　事業を実施する災害

部

は発生しなかった。

成

一

果

 

課題

指標名称（単

般

位）
実績値 目標値

２８

会

年度 ２９年度 ３０年度

計

３１年度 ３年度

指標
 

災

指標

他市との
比較検証

害援護資金貸付事業

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス

担

　
ト

単位：千円
２８年

当

度 ２９年度 ３０年度 ３

課

１年度 ３０年度

（決算

生

） （決算） （決算） （

活

予算） 事業費内訳

事業

福

費　① 0 0 0 2,50

祉

0 合計 0 円

財
　
源

特

課

定財源 0 0 0 0

一般財

款

源 0 0 0 2,500

職

項

員人件費　② 0 0 0 0

目

総事業費（①＋②） 0

担

0 0 0

建
設
事
業

全体事

当

業費（単位：千円） 0

係

３０年度特定財源名称

総

３０年度までの累積事

務

業費 0

２年度以降の事

係

業費見込 0

3 4



護第１係

3 3 1 生

Ｃ
　

活

事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単

保

位：千円
２８年度 ２９

護

年度 ３０年度 ３１年度

第

３０年度

（決算） （決

２

算） （決算） （予算）

係

事業費内訳

事業費　① 0 1,346 745 0 合計 745,200 円
委託料 745,200 円

財
　
源

特定財源 0 0 372 0

一般財源 0 1,346 373 0

職員人件費　② 4,298 1,551 1,543 0

総事業費（①＋②） 4,298 2,897 2,288 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0 生活保護適正実施推進事業補
助金

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３１

Ｐ
　
　
Ｌ
　

年

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

度

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

（

　
要

総合計画
分野 福祉

平

安全

基本施策 社会保障

成

施策体系
施策の内容 低

３

所得者の自立支援

目
　

０

　
　
的

　生活保護制度

年

の改正等に対応するた

度

め、保

主
た
る
内
容

　年

評

号の改元に伴い、生活

価

保護システムの新
護シ

）

ステム等の改修、更新

刈

等を行う。 元号に対応

谷

するためのシステム改

市

修を実施す
る。
　生活

事

保護法の基準改正に伴

務

い、改正内容を
生活保

事

護システムに対応させ

業

るためのシステ
ム改修

評

を実施する。

位
置
づ
け

価

関連計画

根拠法令 生活

シ

保護法

対象者 市職員 事

ー

業期間 平成２５年度 ～

ト

実施方法 □直営　■委

（

託　□指定管理　□補

様

助・助成　□その他

式１）

会計名 担当部

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

福

２８年度実績 ２９年度

祉

実績 ３０年度実績 ３１

健

年度計画

平成28年度

康

は生活保護システ 生活

部

保護システム改修 生活

一

保護システム改修 　
ム

般

更新事業としてシステ

会

ム全 ・13節　委託料

計

・13節　委託料 　
体

生

の機能改善等を図る。

活

　1,345,680

保

円 　745,200円

護

　
・13節　委託料 　

シ

　6,264,000

ス

円 　　　――――――

テ

―
・14節　使用料及

ム

び賃貸料
　292,3

改

56円

　新元号に対応

修

するための改修及び生

事

活保護法の基準改正に

業

伴う改修を行った。

成

担

果

　今後も、法改正等

当

に伴い変更がある都度

課

、改修していく必要が

生

ある。

課題

指標名称（

活

単位）
実績値 目標値

２

福

８年度 ２９年度 ３０年

祉

度 ３１年度 ３年度

指標

課

指標
　刈谷市と他市の

款

生活保護システムにつ

項

いては、システムの規

目

模、システム業者、シ

担

ステム機能等に相違が

当

他市との あり、同一の

係

水準による比較検証が

生

できないことから、他

活

市との検証は行ってい

保

ない。
比較検証



係

0件
・家計相談支援事

3

業　1世帯 ・家計相談

1

支援事業　1世帯 ・家

1

計相談支援事業　0世帯
・学習支援事業 ・学習支援事業 ・学習支援事業
　　集合型学習教室 　29回 　　集合型学習教室 　43回 　　集合型学習教室 　42回

　生活困窮者に対し、ハローワークとの連携を図り、対象者と相談を重ねながら、就労支援を行い、生活困窮世帯の自立

成果
支援に努めた。また、貧困の世代間連鎖対策として、刈谷市生活困窮世帯学習支援事業を実施した。

　生活困窮者自立事業に従事する者は、多様で複合的な課題を抱える生活困窮者への包括的な支援が適切に行えるよう、

十分な専門性を有することが重要であるため、相談員の資質の向上が必要である。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３年度

活動 新規相談件数（件） 343 235 216 216 216
指標

指標
近隣市の任意事業の実施状況（平成30年度）

他市との 　就労準備支援事業：安城市、知立市、高浜市　　一時生活支援事業：碧南市、安城市
比較検証 　家計改善支援事業：安城市、高浜市　　　　　　学習・生活支援事業：碧南市、安城市、知立市、高浜市

　

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算

Ｄ

） 事業費内訳

事業費　

　

① 8,758 8,72

　

5 9,177 16,2

　

71 合計 9,177,

Ｏ

368 円
賃金 7,6

　

31,531 円

財
　

　

源

特定財源 5,977

∧

5,945 6,207

　

11,153 報償費 3

　

60,610 円
旅費

実

378,040 円

一

　

般財源 2,781 2,

　

780 2,970 5,

施

118 需用費 113,

　

521 円
役務費 16

　

,504 円

職員人件

∨

費　② 9,066 10,081 10,802 10,836 扶助費 677,162 円

総事業費（①＋②） 17,824 18,806 19,979 27,107

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0 生活困窮者自立相談支援事業
費等負担金

２年度以降の事業費見込 0 生活困窮者就労準備支援事業
費等補助金

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　

１

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

年

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

度

　
要

総合計画
分野 福祉

（

安全

基本施策 社会保障

平

施策体系
施策の内容 低

成

所得者の自立支援

目
　

３

　
　
的

　生活保護に至

０

る前の困窮者に、自立

年

相談支

主
た
る
内
容

○自

度

立相談支援事業：就労

評

の支援やその他必
援事

価

業の実施や住居確保給

）

付金の支給等の支 　要

刈

な情報の提供及び助言

谷

援を行うことにより、

市

生活困窮者の自立の促

事

○住居確保給付金：離

務

職により住宅を失った

事

進を図る。 　人に対す

業

る給付金
○就労準備支

評

援事業：就労に必要な

価

知識及び
　能力の向上

シ

に必要な訓練の実施
○

ー

一時生活支援事業：一

ト

定の住居を持たない
　

（

人に対する支援
○家計

様

改善支援事業：家計再

式

建の支援
○学習・生活

１

支援事業：貧困の世代

）

間連鎖抑
　止に向け、

会

学ぶ機会の提供及び生

計

活習慣や
　育成環境の

名

改善、進路や就労に関

担

する支援

位
置
づ
け

関連

当

計画

根拠法令 生活困窮

部

者自立支援法

対象者 生

福

活困窮者等 事業期間 平

祉

成２７年度 ～

実施方法

健

■直営　□委託　□指

康

定管理　□補助・助成

部

　□その他

一般会計
生活困窮

Ｂ
　
事

者

　
業
　
実
　
績

２８年度

自

実績 ２９年度実績 ３０

立

年度実績 ３１年度計画

支

・自立相談支援事業 ・

援

自立相談支援事業 ・自

事

立相談支援事業 生活困

業

窮者からの相談に対し

担

､
　　新規相談件数　

当

　343件 　　新規相

課

談件数　　235件 　

生

　新規相談件数　　2

活

16件 実情や希望に合

福

わせた助言や
・住居確

祉

保給付金　  3世帯

課

・住居確保給付金　 

款

 8世帯 ・住居確保給

項

付金　  8世帯 支援

目

を行う。
・就労準備支

担

援事業　　1人 ・就労

当

準備支援事業　　1人

係

・就労準備支援事業　

生

　0人
・一時生活支援

活

事業　　0件 ・一時生

支

活支援事業　　0件 ・

援

一時生活支援事業　　



1

に対し、見舞金を支給し、被災後の支援を行うことができた。

成果

　大規模な災害が発生した場合に、弔慰金や見舞金を迅速に支給するための体制をどう確保するかが課題である。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３年度

 
指標

 
指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 310 115 455 11,000 合計 455,000 円
扶助費 455,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 7,125

一般財源 310 115 455 3,875

職員人件費　② 469 465 463 542

総事業費（①＋②） 779 580 918 11,542

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

１

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

年

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

度

合計画
分野 福祉安全

基

（

本施策 防災
施策体系

施

平

策の内容 災害に強いま

成

ちづくり

目
　
　
　
的

　

３

災害により被害を受け

０

た市民を援護する。

主

年

た
る
内
容

　災害により

度

被害を受けた市民へ災

評

害弔慰金
、災害見舞金

価

及び被災者生活再建支

）

援金の支
給を行う。

位

刈

置
づ
け

関連計画  

根拠

谷

法令 刈谷市災害弔慰金

市

の支給等に関する条例

事

、刈谷市被災者生活再

務

建支援金支給要綱

対象

事

者 市民 事業期間 昭和４

業

９年度 ～

実施方法 ■直

評

営　□委託　□指定管

価

理　□補助・助成　□

シ

その他

ート （様式１）

会

Ｂ
　
事
　
業

計

　
実
　
績

２８年度実績

名

２９年度実績 ３０年度

担

実績 ３１年度計画

災害

当

見舞金　　310,0

部

00円 災害見舞金　　

福

115,000円 災害

祉

見舞金　　455,0

健

00円 予算額
・2～4

康

人世帯 ・5人以上世帯

部

・5人以上世帯 ・災害

一

見舞金　　3,000

般

,000円
　・火災全

会

焼 3件135,00

計

0円 　・火災全焼 1

災

件 60,000円 　

害

・火災全半焼 2件 

援

90,000円・災害

護

弔慰金　　5,000

助

,000円
　・火災半

成

焼 1件 25,00

事

0円 ・2～4人世帯 ・

業

2～4人世帯 ・被災者

担

生活再建支援金
・1人

当

世帯 　・火災半焼 1

課

件 25,000円 　

生

・火災全半焼 5件2

活

05,000円　　　

福

　　　　　3,000

祉

,000円
　・火災全

課

焼 3件 45,00

款

0円　・1人世帯 　・

項

死亡　　 　1名 9

目

0,000円
　・火災

担

半焼 1名 15,0

当

00円 　・火災半焼 

係

2名 30,000円

生

　・暴風半壊 　1件

活

 25,000円
　・

支

死亡　　 1名 90

援

,000円 ・1人世帯

係

　・火災全半焼 2件

3

 45,000円

　火

4

災等発生による被災者



し、活動費及び啓発物品購入費の補助を行い、更生保護活動の支援を行った。

成果

　地域社会のつながりの希薄化や、活動の負担感などから、保護司のなり手確保や更女会員の新規発掘が困難な状況にあ

る。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３年度

 
指標

 
指標

      　  人口       現員数  　               人口　　 　現員数
他市との 刈谷市　 151,981人　　38人　　　　　安城市   189,331人 　 50人
比較検証 碧南市    73,104人 　 25人 　　　　 知立市　  72,460人 　 23人

高浜市    48,863人 　 14人

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 2,123 2,535 2,153 2,398 合計 2,153,497 円
旅費 1,700 円

財
　
源

特定財源 410 420 427 480 需用費 821,510 円
役務費 26,516 円

一般財源 1,713 2,115 1,726 1,918 委託料 38,895 円
使用料及び賃借料 9,

Ｄ

176 円

職員人件費

　

　② 3,829 4,4

　

20 4,784 4,7

　

99 負担金、補助及び

Ｏ

交付金 1,255,7

　

00 円

総事業費（①

　

＋②） 5,952 6,

∧

955 6,937 7,

　

197

建
設
事
業

全体事

　

業費（単位：千円） 0

実

３０年度特定財源名称

　

３０年度までの累積事

　

業費 0 光熱水費実費徴

施

収金

２年度以降の事業

　

費見込 0

　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

１

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

年

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

度

計画
分野 福祉安全

基本

（

施策 防犯・交通安全
施

平

策体系
施策の内容 地域

成

の安全性の強化

目
　
　

３

　
的

　更生保護活動の

０

増進により、犯罪や非

年

行の

主
た
る
内
容

　保護

度

司会及び更生保護女性

評

会の行う更生保
ない明

価

るい社会の実現を図る

）

。 護活動並びに研修活

刈

動等に対し、補助金を

谷

交
付する。
　保護司会

市

、更生保護女性会及び

事

協力雇用主
会の事務局

務

として、各会の活動を

事

支援する。

位
置
づ
け

関

業

連計画  

根拠法令 保護

評

司法

対象者 更生保護関

価

係団体 事業期間 ～

実施

シ

方法 ■直営　□委託　

ー

□指定管理　■補助・

ト

助成　□その他

（様式１）

会計名

Ｂ

担

　
事
　
業
　
実
　
績

２８

当

年度実績 ２９年度実績

部

３０年度実績 ３１年度

福

計画

・保護司会 ・保護

祉

司会 ・保護司会 ・保護

健

司会
　・総会、理事・

康

役員会 　・総会、理事

部

・役員会 　・総会、理

一

事・役員会 　・総会、

般

理事・役員会
　・研修

会

会（定例4、視察3）

計

　・研修会（定例4、

保

視察3） 　・研修会（

護

定例4、視察3） 　・

司

研修会（定例3、視察

活

3）
　・社明運動啓発

動

活動　 　・社明運動啓

事

発活動　 　・社明運動

業

啓発活動　 　・社明運

担

動啓発活動　
・更生保

当

護女性会 ・更生保護女

課

性会 ・更生保護女性会

生

・更生保護女性会
　・

活

総会、理事会 　・総会

福

、理事会 　・総会、理

祉

事会 　・総会、理事会

課

　・研修会（視察2）

款

  ・30周年記念事

項

業 　・研修会（視察2

目

） 　・研修会（視察2

担

）
　・ひよこ集会啓発

当

活動 　・研修会（視察

係

2） 　・ひよこ集会啓

生

発活動 　・ひよこ集会

活

啓発活動
　・社明運動

支

啓発活動 　・ひよこ集

援

会啓発活動 　・社明運

係

動啓発活動 　・社明運

3

動啓発活動
　・社明運

1

動啓発活動
　保護司会

1

や更生保護女性会に対



1

較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,025 1,025 1,025 1,100 合計 1,025,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 1,025,000 円

一般財源 1,025 1,025 1,025 1,100

職員人件費　② 977 931 1,080 1,084

総事業費（①＋②） 2,002 1,956 2,105 2,184

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

１

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

年

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

度

合計画
分野 計画推進

基

（

本施策 参加・協働
施策

平

体系
施策の内容 市民活

成

動の推進

目
　
　
　
的

　

３

福祉関係団体の活動に

０

対する補助により、

主

年

た
る
内
容

　福祉関係団

度

体の活動に対して補助

評

金を交付
社会福祉の向

価

上を図る。 する。

位
置

）

づ
け

関連計画  

根拠法

刈

令  

対象者 福祉関係団

谷

体 事業期間 ～

実施方法

市

■直営　□委託　□指

事

定管理　□補助・助成

務

　□その他

事業評価シート （

Ｂ
　
事

様

　
業
　
実
　
績

２８年度

式

実績 ２９年度実績 ３０

１

年度実績 ３１年度計画

）

・愛血友の会　　50

会

0,000円 ・愛血友

計

の会　　500,00

名

0円 ・愛血友の会　　

担

500,000円 予算

当

額
　献血　延べ31回

部

 1,510人 　献血

福

　延べ31回 1,6

祉

26人 　献血　延べ3

健

2回 1,750人 ・

康

愛血友の会　　500

部

,000円
・旧軍人恩

一

給会　75,000円

般

・旧軍人恩給会　75

会

,000円 ・旧軍人恩

計

給会　75,000円

福

・郷友会　　　　75

祉

,000円
・遺族連合

団

会　　450,000

体

円 ・遺族連合会　　4

補

50,000円 ・遺族

助

連合会　　450,0

事

00円 ・旧軍人恩給会

業

　75,000円
  

担

会員563人 　会員5

当

40人 　会員513人

課

・遺族連合会　　45

生

0,000円

　愛血友

活

の会の活動への補助に

福

より、企業へ献血活動

祉

の参加を促し、協力を

課

得ることができた。

成

款

果
　各団体への補助に

項

より、戦没者慰霊行事

目

を行うことができた。

担

　会員の高齢化と、そ

当

れに伴う会員数の減少

係

により、補助金の目的

生

に沿った事業の展開が

活

難しくなっている団体

支

がある。

課題

指標名称

援

（単位）
実績値 目標値

係

２８年度 ２９年度 ３０

3

年度 ３１年度 ３年度

指

1

標
 

指標
 

他市との
比


